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「日本さくら名所100選」の地である船岡城址公園。公園内を運行するスロープカーの中から見る満開の桜のトンネルや白石川堤
一目千本桜は圧巻の眺めです。（柴田町）
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令和2年度決算

目で見る市町村財政 目次

宮城県市町村の地方債残高の現状
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令和２年度の県内市町村の普通会計決算額は、以下のとおりです。
○歳入　１兆７，９５０億円（前年度比２，８９８億円、１９．３％増）
　　　　　うち、東日本大震災分　３，８３１億円（前年度比１８４億円、４．６％減）
○歳出　１兆６，５１９億円（前年度比２，５０１億円、１７．８％増）
　　　　　うち、東日本大震災分　２，７８８億円（前年度比５０５億円、１５．３％減）
※東日本大震災分は復旧・復興事業分及び全国防災事業分の合計。以下、同じ。
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第１部　市町村財政の推移と現状分析

普通会計第１章

決算規模・決算収支１

赤字の団体数決算額
区　分

Ｒ２年度Ｒ１年度Ｒ２年度Ｒ１年度

０/３５団体０/３５団体３３２億円３４４億円実 質 収 支

１３/３５団体１８/３５団体▲１２億円▲２４億円単 年 度 収 支

２５/３５団体２７/３５団体▲２９３億円▲２３７億円実質単年度収支



２

実質単年度
収　支

単年度
収　支

実　質
収　支

形式収支歳出総額歳入総額
市町村名

うち東日本
大震災分（Ａ－Ｂ）うち東日本

大震災分（Ｂ）うち東日本
大震災分（Ａ）

▲２６０５１９４，３３８４，１９７１０，１９７２２，２３３６５２，１７４２６，４２９６６２，３７２仙 台 市

▲６，２８１１，５１７５，７４６６５，４３３７５，６５０９７，３５８１７９，３６１１６２，７９１２５５，０１０石 巻 市

▲１３０３３４１，１１４６９６１，８３２７，６２８３４，７１６８，３２４３６，５４９塩 竈 市

▲６，６４７▲１，０２３３，５４９２１，２４０２２，７３４５０，８７３８９，６０３７２，１１３１１２，３３７気仙沼市

１３５３２５０２１０６６７７２９２０，２２６１３５２０，９０３白 石 市

▲１，９２１▲２８３１，４８２２，１１３３，１２１１０，９１９５１，３８０１３，０３２５４，５０１名 取 市

▲８４３５４４８８８６２８４０２１，７２４１２８２２，３５２角 田 市

６２３▲１４５８３００７８０３，７７０３４，９３９４，０７０３５，７１８多賀城市

▲９９１９２１，５１１７８７１，６２７２，１５６２５，４６０２，９４３２７，０８７岩 沼 市

▲１，３２４▲８２４８２７１８４１，０３８２０５５３，４６５３８９５４，５０３登 米 市

▲１，００５▲５７８１，０３３３８１，２６１１５１５２，２３３１８９５３，４９５栗 原 市

▲７０４▲９９８０２１，７６８２，２７６１４，７３２３９，６９７１６，５００４１，９７３東松島市

▲２，２６９６６８２，２９４２５１２，７５９３，２０１８３，７０９３，４５２８６，４６８大 崎 市

３０２２５２９６８９１１，２１７３４２０，７２３１２５２１，９４０富 谷 市

▲２０，５５８６４１２５，０７３９７，２９３１２５，７９７２１３，３２８１，３５９，４１１３１０，６２１１，４８５，２０７市 計

１６８３６１９７２７２３４３１７，９５９５８８，１９３蔵 王 町

▲４８１０９７１１３６８２，８２９９２，９６５七ヶ宿町

▲１６６▲１６７２５２３５３３５２０１２，１３２５５１２，４６７大河原町

９０５４１６６５０２３３３１７，２３８８１７，４７１村 田 町

４４５４０９４８０４１６１３１３４２１，０４８１７６２１，６６１柴 田 町

６４６３１７５１６２４２３６，１７８１９６，４２０川 崎 町

▲３，４９８▲２，６９９１７７０９２５１１５１８，７５８１１５１９，６８３丸 森 町

▲４０▲６４６６７８４１，２０６４，２０９１９，４６９４，９９３２０，６７５亘 理 町

▲１，９２２１２５８３２０１，８３１５，７１３１４，６５２５，７１３１６，４８４山 元 町

▲８２７１３９３４３５７０６３，５０２１０，９９１３，９３７１１，６９７松 島 町

７２▲１１２２５０１６７２８２３，３９９１１，８２３３，５６６１２，１０５七ヶ浜町

▲２０６１８５８１０６６９２１６１７，５３２２１６１８，２０１利 府 町

▲４４４２６３７８９７８６１，０９１７０１６，５７４８５６１７，６６５大 和 町

▲４２５▲２５３４２３５０６１４２１８，３８６７１９，０００大 郷 町

▲１３５１７１０９２５１１３０５５，２９４２５５５，４２４大 衡 村

▲１２２▲５１１０５１０１１１１４０５，３５８１５０５，４６９色 麻 町

▲２７４３１５６０１４５６４６３７８１６，１１８４２３１６，７６４加 美 町

１５２９８１７４１００１８８３０７１０，０３６４０７１０，２２４涌 谷 町

１８２６１９７４０２３３５９２１４，４６７６３１１４，７００美 里 町

▲１，２２２５１８８１，２１７２，６８１２４，３７０３３，１９２２５，５８７３５，８７３女 川 町

▲１，１５０▲５１１，４８６２，９２０４，２２０２２，２３３３２，４７３２５，１５３３６，６９４南三陸町

▲８，７２４▲１，８２９８，１３９６，９７５１７，３２７６５，４９８２９２，５０７７２，４７３３０９，８３４町 村 計

▲２９，２８２▲１，１８８３３，２１１１０４，２６８１４３，１２３２７８，８２６１，６５１，９１８３８３，０９４１，７９５，０４１県計（仙台市含）

▲２９，０２２▲１，７０７２８，８７３１００，０７２１３２，９２６２５６，５９３９９９，７４４３５６，６６５１，１３２，６６９県計（仙台市除）

形式収支
歳入から歳出を差し

引いた額をいいます。

実質収支
その年度の決算で、

収支が黒字か赤字かを
見るための指標で、形
式収支から翌年度に繰
り越すべき財源（事業
の繰越によって来年度
に確保すべき財源な
ど）を差し引いた額を
いいます。

単年度収支
実質収支には、その

年度以前から累積され
た黒字や赤字の要素が
含まれています。した
がって、その年度の収
支の黒字・赤字を判別
するためには、その年
度の実質収支から、前
年度の実質収支を差し
引いた額を算出する必
要があり、この数値を
単年度収支といいま
す。

実質単年度収支
単年度収支には、長

期的に見て、実質的な
黒字要素・赤字要素と
なる支出・収入が含ま
れています。例えば財
政調整基金への積立て
は将来の赤字に備えて
行うもので、その年度
では支出となります
が、後年度で取り崩せ
ば収入となります。ま
た、地方債の繰上償還
は償還を行うその年度
において、単年度とし
ては大きな支出になり
ますが、後年度の地方
債償還は小さくなりま
す。これらの要素がな
かったと仮定して算出
した収支を実質単年度
収支といいます。
実際の算定にあたっ

ては、単年度収支に、
財政調整基金への積立
額及び地方債の繰上償
還額を加え、財政調整
基金の取崩し額を差し
引いた額となります。

普通会計
市町村など地方公共団体の会計は、一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではないた
め、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要がある
場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や国民健康保険事業会計、後期高齢者医療事業会計、介護保険事業会計などが
あります。

―用語解説――（単位：百万円）

市町村別普通会計決算収支の状況　　令和２年度
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（１）歳入構造
令和２年度の歳入は１兆７，９５０億円で、前年度に対して２，８９８億円（１９．３％）の増加となりま

した。
歳入が増加した要因としては、国庫支出金などの増加額が大きかったことがあげられます。

歳入構成比の推移

地方税　地方公共団体が仕事を進めていくために根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人が
負担しているものです。地方税には都道府県が課税する都道府県税と市町村が課税する市町村税があります。
地方交付税　地方税は、地域によって人口や経済力に差があるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、
例えば生活保護などは、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このように、一
定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による税の再配
分の性格を持っており、国税のうち、所得税、法人税、酒税及び消費税のそれぞれ一定割合と地方法人税の全額を財源として
います。交付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交
付税」、東日本大震災による特別な財政事情に応じて交付される「震災復興特別交付税」の３つがあります。
地方債　地方公共団体が、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数年度に
わたり行われるものです。

（億円） 単位：億円、％
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歳　入２

歳入
1兆7,950
億円

地方税
20.8%

その他
27.2%

地方債
6.4%

県支出金
4.6%

国庫支出金
27.2%

地方交付税
13.2%

地方譲与税
0.5%

増減率増減額R２年度R１年度

▲０．８▲２９３，７４２３，７７１地 方 税

１．１１９３９２地方譲与税

▲７．０▲１７９２，３６９２，５４８地方交付税

９５．５２，３８１４，８７４２，４９３国庫支出金

２１．１１４５８３１６８６県 支 出 金

３．９４３１，１５０１，１０６地 方 債

１２．３５３５４，８９１４，３５６そ の 他

１９．３２，８９８１７，９５０１５，０５３歳 入 合 計

（令和２年度） （単位：億円、％）

○主な増減理由
国庫支出金…新型コロナウイルス感染症に係る特別定額給付金給付事業費・事務費補助金の増加など
その他…復旧・復興事業の進捗に伴う東日本大震災復興交付金基金等からの繰入金の増加など
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

仙台市
石巻市
塩竈市
気仙沼市
白石市
名取市
角田市
多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市
東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町
七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町
七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町
南三陸町

地方税 地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

6.0 20.10.3 18.8 1.9 3.1 49.9

19.6 0.9 23.0 31.3 5.2 6.1 13.7

21.9 0.5 5.5 26.2 5.1 5.2 35.6

15.1 0.9 17.9 28.2 7.2 9.0 21.8

22.9 11.2 35.2 4.7 5.6 20.10.4

25.1 0.6 6.9 30.5 5.8 5.4 25.8

14.2 1.3 30.3 26.8 6.3 7.2 13.9

13.8 0.9 34.3 22.7 5.6 7.5 15.2

9.2 18.0 24.5 3.7 4.1 40.10.4

18.7 0.7 22.3 30.7 6.2 8.1 13.3

20.5 1.0 26.8 25.2 4.5 5.6 16.4

16.7 1.4 37.5 16.5 3.6 6.2 18.2

24.1 13.6 32.7 5.4 11.0 12.60.6

17.1 28.2 29.3 4.3 8.9 11.21.0

20.3 0.6 12.6 29.9 5.3 11.6 19.8

14.4 1.1 38.1 23.3 4.7 6.0 12.5

6.2 23.4 30.0 9.6 11.8 18.30.7

19.1 14.7 25.4 5.2 3.9 31.00.7

0.5 17.9 19.5 4.3 6.7 43.27.9

13.1 0.5 22.1 26.5 3.4 3.0 31.3

17.5 17.6 23.4 4.1 2.9 34.00.4

25.9 6.4 34.6 5.5 11.9 15.10.5

34.5 6.30.8 28.8 7.1 1.6 20.8

13.0 0.5 18.4 27.1 8.7 12.9 19.5

14.227.8 25.8 4.4 8.5 18.30.9

13.7 1.7 41.8 22.1 5.8 2.7 12.2

15.9 1.3 34.4 24.0 5.1 5.8 13.5

15.0 1.0 30.6 28.2 8.7 6.8 9.6

17.5 0.9 28.9 28.2 5.2 7.2 12.0

0.1 12.9 13.6 60.32.2 1.79.2

16.0 0.3 16.3 27.6 4.5 4.2 30.9

7.6 0.3 17.3 15.2 3.2 3.7 52.7

33.0 0.5 3.5 32.6 4.9 8.3 17.2

28.8 0.7 7.8 40.0 5.5 1.7 15.6

20.0 32.8 2.5 2.3 38.43.7 0.3

歳入のうち一般財源の構成割合（令和２年度）

50

10

0

40

30

20

（％） 

地方譲与税 地方税 地方交付税 その他 

財政力指数 
グループ 

1.0以上 
Ａ 

0.5～1.0未満 
Ｂ 

0.4～0.5未満 
Ｃ 

0.2～0.4未満 
Ｄ 

平　均 
全 

0.5

21.1

9.3

4.4
0.5

9.4

24.4

17.6

10.7

0.3

3.9
0.5

13.2

20.8

2.8
1.0

29.8

11.5

2.1
2.2

※財政力指数については、Ｐ１６を参照してください。

◎グループ別の該当団体
Ａ　大和町・女川町
Ｂ　仙台市・石巻市・塩竈市・白石市

名取市・角田市・多賀城市・岩沼市
大崎市・富谷市・大河原町・柴田町
亘理町・七ヶ浜町・利府町・大衡村

Ｃ　気仙沼市・東松島市・蔵王町・村田町
山元町・松島町・大郷町・涌谷町
美里町

Ｄ　登米市・栗原市・七ヶ宿町・川崎町
丸森町・色麻町・加美町・南三陸町

市町村別歳入構成比（令和２年度）

―用語解説―――――――――――――
一般財源　財源の使途が特定されず、どのような経費
にも使用することができるものをいいます。
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（２）自主財源と依存財源
令和２年度の歳入に占める割合は、自主財源が４４．２％（前年度５０．０％）、依存財源が５５．８％

（前年度５０．０％）となりました。これは、新型コロナウイルス感染症に係る特別定額給付金給付
事業費・事務費補助金などの国庫支出金が増加したこと等によるものです。

3

2

6

5

8

4

蔵王町・七ヶ宿町・大河原町
柴田町・利府町

亘理町・山元町・松島町
七ヶ浜町・大衡村・南三陸町

4

仙台市・塩竈市
岩沼市・東松島市

大和町
女川町3

角田市・多賀城市
富谷市

石巻市・気仙沼市
名取市

白石市・登米市
栗原市・大崎市

村田町・川崎町・丸森町・大郷町
色麻町・加美町・涌谷町・美里町

50％以上

（市部） （町村部） 

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

自主財源の割合別団体数（令和２年度）

歳入決算額の推移
単位：億円（％）（億円）

20,000

15,000

10,000

5,000

0
Ｈ22 H28 H29 Ｒ1 Ｒ2年度H30

15,053

9,510

4,235
（44.5）

1,987
（20.9）

5,274
（55.5）

3,138
（33.0）

15,687
15,121

16,93716,937

7,551
（44.6）

9,386
（55.4）

8,252
（52.6）

3,375
（19.9）

2,627
（15.5）

3,432
（21.9）

2,433
（15.5）

7,435
（47.4）

7,942
（52.5）

7,179
（47.5） 7,529

（50.0）

2,409
（15.9）

3,687
（24.4）

7,524
（50.0）

2,548
（16.9）

3,771
（25.1）

計 17,950

依存財源
10,009
（55.8）

自主財源
7,942
（44.2）

うち地方交付税
2,369
（13.2）

うち
地方税
3,742
（20.8）

自主財源・依存財源の割合の推移

H22 H28 H29
0

10

20

30

40

50

60
（％）

R1 R2年度H30

依存財源

自主財源

地方交付税

国庫支出金

地方債

地方税

21.9
19.9

24.4 25.1 

20.8

6.3 6.6 6.8 7.3 6.4

15.5 15.5

14.8 15.2

55.4

44.6

52.6 52.5
50.0

44.2 

27.2

55.8 

50.0
47.4 47.5

12.6

12.0

20.9

33.0

55.5

44.5

15.9

15.6

16.9

13.2
16.6

増減R２年度R１年度
割合決算額割合決算額割合決算額
▲５．８４１８４４．２７，９４２５０．０７，５２４自主財源

５．８２，４８０５５．８１０，００９５０．０７，５２９依存財源

自主財源
44.2%

依存財源
55.8％

〔内訳〕｠
・地方税
・分担金及び
　負担金
・使用料
・手数料
・財産収入
・寄附金
・繰入金
・繰越金
・諸収入

〔内訳〕｠
・国庫支出金
・県支出金
・地方交付税
・地方譲与税
・地方債

（令和２年度）

（単位：億円、％）
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（３）市町村税の収入実績
令和２年度の市町村税収入済額は、３，７４２億円と前年度から０．８％減少しました。
税目別に見ると、市町村民税は前年度比２．５％減の１，７５６億円で構成割合は４６．９％となりまし
た。このうち、法人税割は、前年度比１９．６％の減となっています。これは、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、令和２年度
において申告期限が延長されたこと
や業績悪化による調定額の減少、徴
収猶予特例の適用に伴う収入率の減
少等によるものですが、震災以前
（平成２２年度）と比較すると３．１％の
増となっています。
固定資産税は前年度比１．４％増の

１，４９２億円で構成割合は３９．９％とな
りました。増加の要因は、沿岸部に
おける被災代替特例措置対象が減少
したこと等によるものです。なお、
震災以前と比較すると６．５％の増と
なりました。
他の普通税では、軽自動車税等

（構成割合１．５％）が前年度比５．６％
増、目的税では、事業所税（構成割
合１．５％）が前年度比０．７％減、都市
計画税（構成割合５．８％）が前年度
比２．１％増となっています。

市町村税の構成（令和２年度）
（国民健康保険料（税）を除く）

事業所税
56（1.5）入湯税等

3（0.1）

目的税
275（7.3）

単位：億円（％） 

個人分
1,451
（38.8）

市町村
民　税
1,756
（46.9）

普通税 3,467
（92.7）

固　定
資産税
1,492
（39.9）

軽自動車税等
57（1.5）

交付金
12（0.3）

市 町 村
たばこ税
162（4.3）

法人分
305
（8.1）

土地
466

（12.5）

家屋
690

（18.4）

償却資産
324
（8.7）

県全体
3,742億円

都　市
計画税
216
（5.8）

市町村税収入済額（税目別）の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（億円）

H22 H28 H30H29 R2年度

単位：億円（％）

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

3,138

251（8.0）

186（6.0）

1,401
（44.6）

1,300
（41.4）

3,3753,375

252（7.5）

235（7.0）

1,358
（40.2）

1,530
（45.3）

3,4323,432

258（7.5）

224（6.5）

1,393
（40.6）

1,557
（45.4）

3,687

265（7.2）

221（6.0）

1,420
（38.5）

1,781
（48.3）

R1

3,771

273（7.2）

224（5.9）

1,472
（39.1）

1,802
（47.8）

計3,742

275（7.4）

219（5.8）

1,492
（39.9）

1,756
（46.9）
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収入率は、県全体で９７．３％（前年度９７．６％）と前年度より０．３ポイント低下しました。各市町
村別の状況については、１２団体で前年度の収入率を上回りました。
主な税目別の収入率は、市町村民税は９７．３％（前年度９７．５％）で０．２ポイントの低下、固定資
産税は９７．１％（前年度９７．５％）で０．４ポイントの低下となりました。
次年度に繰越される収入未済額は９６億円と前年度から１１億円（１２．９％）の増加となっていま
す。これは新型コロナウイルス感染症に係る徴収猶予の特例を適用したこと等によるものです。

次年度に繰越される収入未済額と収入率の推移
（国民健康保険料（税）を除く）

（百万円）
30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（％）

98.0

97.0

96.0

95.0

94.0

93.0

92.0

91.0

90.0

H22 H28 H29 R1 R2年度H30

市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税市町村民税 固定資産税 その他普通税
市町村税（収入率） 市町村民税（収入率） 固定資産税（収入率）

目的税

1,788
（6.7）

440（1.7）

13,340
（50.1）

11,042
（41.5）

26,610

90.6

91.6

91.8

96.2

96.8

97.1
97.1

96.7

96.7

4,252
（46.2）

4,059
（44.1）

424
（4.6）

468
（5.1）

9,203

4,318
（50.3）

3,454
（40.3）

410
（4.8）

394
（4.6）

8,576

4,787
（45.1）

4,819
（45.4）

431
（4.0）

580
（5.5）

10,617

市
町
村
民
税

固
定
資
産
税

そ
の
他
普
通
税

目
的
税

4,338
（51.2）

3,412
（40.3）

312
（3.7）

405
（4.8）

8,467

97.3

97.6

97.3
97.3

97.1

97.5
97.5

4,593
（47.6）

4,071
（42.2）

284
（2.9）

702
（7.3）

計 9,648

97.597.5

※「収入未済額」＝「調定済額」－「収入済額」＋「還付未済額」－「不納欠損額」
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（４）地方交付税の概要
地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な
行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障するためのもので、一定の基
準により、国税の一定割合を国が交付する税です。
本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体がその住民
から徴収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方
公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代
わって徴収し、一定の合理的な基準によって再配分しています。つまり、地方交付税は「国が
地方に代わって徴収する地方税」といえます。

全国の地方交付税総額については、平成１６年度からの三位一体改革等に伴い地方税収が増加
したため、減少傾向にありました。しかし、平成２０年のリーマンショックを発端とした景気低
迷の影響等も踏まえ、国の加算措置がとられるようになり増加に転じました。平成２３年度には
東日本大震災に対処するため、特別交付税が増額されたこと、さらに通常の地方交付税とは別
枠で震災復興特別交付税が創設されたことにより、これまでにない規模の額となりました。そ
の後、景気回復による税収の伸びや復興事業の収束に伴い、地方交付税総額は再び減少傾向と
なっています。

県内市町村の地方交付税額等及び全国の地方交付税総額の推移

0 

50,000 
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交
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（百万円） 

0

20,000
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120,000
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160,000

180,000

200,000

全
国
の
地
方
交
付
税
総
額
（
補
正
後
ベ
ー
ス
）

（億円）

Ｈ22 Ｈ23 Ｒ1 Ｒ2年度H30H28 H29
普通交付税 臨時財政対策債 特別交付税 震災復興特別交付税

地方交付税全国総額（補正後ベース）A
注）平成23年度以降の地方交付税全国総額は、普通交付税、特別交付税の交付額に震災復興特別交付税交付額を加えた額です。

181,580

17,124

58,277

171,936

187,522

172,390
167,680 165,482

107,781
114,165

137,930 141,385

162,261

15,749

84,709

35,285

298,004

186,251

69,340

123,694

51,662

430,947

159,799

15,656

67,819

42,582

285,856

152,597

15,501

72,316

41,913

282,327

154,874

25,009

74,944

35,124

289,951

普通交付税
153,786

特別交付税
17,113

震災復興特別交付税
66,042

臨時財政対策債
31,651

計 268,592

Aのうち国税四税分（平成22、23年度は国税五税分）

151,691

167,393
174,314

146,513

128,780

256,981
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●特別交付税（特別な財政需要に対する財源保障）
焔特別交付税

普通交付税の基準財政需要額の算定方法では捕捉されない除排雪、公立病院、離島航路
維持等の経費のほか、災害発生による応急復旧・災害復旧など特別の財政需要に対して特
別交付税が交付されます。
焔震災復興特別交付税

東日本大震災からの復旧・復興事業に係る地方負担分について、地方債により措置する
のではなく、その全額を震災復興特別交付税で措置することにより、被災団体の実質的な
財政負担をゼロとする対応がとられました。
なお、平成２８年度からは被災自治体の「自立」につなげていく観点から、一部事業の地
方負担分への措置率が９５％となっています。

令和２年度県内市町村普通交付税算定結果

包
括
算
定
経
費

公
債
費

個
別
算
定
経
費
　 

基準財政需要額
（振替前）
543,669百万円

A

基準財政需要額
（縮減後・振替後）
502,352百万円

Ｂ
（Ａ－縮減額－臨時財政対策債振替額）

交付基準額
（錯誤前）
154,539百万円

Ｄ
（B－C＋不交付団体の財源超過額）

交付決定額
153,786百万円

（Ｄ－錯誤額－調整額）

一
般
財
源

交
付
基
準
額
（
錯
誤
後
）

基準財政収入額
347,865百万円

Ｃ

目
的
財
源

調整額
252

錯誤額
501

不交付団体の
財源超過額

52

包括算定経費
53,020

公債費
62,916

総務費
30,752

産業経済費14,167

厚生費
200,111

教育費
81,505

土木費
50,070

消防費
32,450

地域の元気創造事業費6,719
地域社会再生事業費4,643

人口減少等特別対策事業費7,317

基準財政需要額
（縮減後・振替後）

502,352

臨時財政対策債
振替額
31,651

縮減額
9,666

B－C
154,487

交付決定額
153,786

普通税
270,593

税交付金
57,773

地方譲与税8,805
その他5,097

地方譲与税等
1,230
目的税4,367

154,038154,038

交
付
基
準
額
（
錯
誤
前
）154,539154,539

基準財政需要額　各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって算定した額です。
基準財政収入額　地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な常態において徴収が見込まれる税収入を一定の
方法によって算定した額です。標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、７５％の額とされています。
臨時財政対策債　地方の財源不足を埋めるため、平成１３年度から地方財政法第５条の特例として発行されている地方債のこと
です。各地方公共団体の財源不足額及び財政力を考慮して発行可能額を算出し、基準財政需要額の一部が臨時財政対策債発行
可能額に振り替えられています。なお、臨時財政対策債に係る元利償還金相当額は、後年度の基準財政需要額に全額算入され
ることになっています。
合併算定替　合併市町村に係る普通交付税の算定方法の特例で、合併後の一定期間に限って、普通交付税の額が合併前の状態
における額より減少しないようにするための特別な算定方法です。

普通交付税の算式
普通交付税額
＝財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額）＋

錯誤額－調整額（基準財政需要額×調整率）

※調整額：普通交付税の総額が財源不足額の総額に満
たない場合に、財源不足額の総額を普通交
付税の総額と一致させるために調整される
額のことをいいます。

※錯誤額：交付税算定後において、基準財政需要額ま
たは基準財政収入額に異動の生じた額のこ
とをいいます。

※縮減額：合併算定替により算定された普通交付税の
額が、段階的に縮減される額のことをいい
ます。

（注）１．構造説明のため、数値とグラフの長さが合わ
ない箇所があります。

２．表示単位未満四捨五入のため合計と積み上げ
額が一致しない場合があります。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

●普通交付税（標準的な行政運営に対する財源保障）
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（１）歳出構造
令和２年度の歳出は１兆６，５１９億円で、前年度に対して２，５０１億円（１７．８％）の増加となりま

した。

性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、普通建設事業費、物件費など、予算や決算の区分である節を基準として分
類したものです。また、経費を「義務的経費」「投資的経費」「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、弾力
性を測定することができます。

市町村別歳出構成比（性質別分類）（令和２年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県　　計
全　　国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

17.7 8.9 18.6 0.48.3 11.1 23.5 6.5

6.9 3.2 6.9 27.7 8.9 6.8 30.0 3.4 6.2

11.1 5.2 14.0 10.5 0.7 9.3 31.7 7.1 10.5

7.6 3.7 4.7 31.6 11.4 7.6 21.7 8.5

13.6 5.6 12.4 10.4 2.7 13.8 26.9 7.4 7.2

9.8 6.5 14.5 15.5 3.2 12.5 27.4 4.1 6.6

11.1 5.3 9.5 6.3 8.0 17.6 5.4 7.7

10.3 5.7 18.0 12.6 11.6 31.1 5.45.3

10.8 4.3 15.0 13.2 0.7 12.8 6.631.8 5.0

14.4 8.5 14.0 7.8 1.6 14.1 6.2 5.5

16.4 10.6 9.3 10.8 2.0 13.8 23.4 6.3 7.5

8.2 3.9 7.4 18.9 7.6 9.3 29.7 3.5 11.4

10.9 7.7 15.0 10.7 0.8 11.9 33.7 5.3 3.9

12.2 2.3 18.1 4.8 2.4 14.5 5.133.8 6.8

19.4 5.5 7.0 5.9 2.6 16.7 6.3 8.3

18.6 8.1 1.3 15.1 3.4 23.7 15.3 8.8 5.7

11.9 3.7 13.7 1.514.1 13.1 32.3 5.8 3.8

16.7 9.6 6.8 9.6 6.5 14.8 25.5 6.2 4.4

11.7 6.2 9.2 13.7 2.3 11.9 6.0 7.4

17.5 4.5 6.1 8.0 3.9 16.4 29.9 8.9 4.7

7.6 4.7 3.8 7.8 19.3 17.9 23.6 5.4 10.0

11.7 4.5 10.9 13.0 13.2 35.3 6.4 5.1

11.1 3.9 26.5 3.4 10.4 22.9 4.1 13.3

11.4 4.6 4.8 18.2 6.4 12.1 22.6 16.7 3.1

10.9 3.3 8.6 9.0 11.6 41.6 7.5
0.2

7.4

10.6 5.8 16.0 15.6 0.7 12.0 29.9 4.6 4.9

9.2 3.1 13.4 9.3 4.4 15.9 29.6 6.3 8.8

9.4 4.6 6.6 11.0 21.7 10.4 20.6 7.4 8.4

13.0 6.5 10.1 13.6 3.4 15.4 24.8 7.3 6.0

17.1 6.2 6.0 4.2 1.1 16.1 10.034.9 4.5

17.0 9.8 8.8 8.8 1.3 12.4 29.3 9.3 3.2

13.3 6.7 8.9 5.2 1.8 13.5 37.3 6.76.7

15.0 8.2 7.8 10.9 13.0 35.4
0.0

3.36.5

3.8
1.1

58.0 7.3 5.6 1.715.0 6.5 

5.1 3.6 2.2 16.4 7.730.7 24.9 2.2 7.2

13.2 6.7 13.2 14.2 11.03.7 26.5 5.0 6.6

13.3 7.1 19.0 10.6 10.90.6 26.0 6.5 5.9

27.8

0.1

29.0

3.2

5.0

28.3

4.4

公債費 その他繰出金補助費等普通建設事業費扶助費人件費 災害復旧事業費 物件費

31.7

0.1

0.9

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

歳　出３
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市町村別歳出構成比（目的別分類）（令和２年度）

仙台市
石巻市
塩竈市

気仙沼市
白石市
名取市
角田市

多賀城市
岩沼市
登米市
栗原市

東松島市
大崎市
富谷市
蔵王町

七ヶ宿町
大河原町
村田町
柴田町
川崎町
丸森町
亘理町
山元町
松島町

七ヶ浜町
利府町
大和町
大郷町
大衡村
色麻町
加美町
涌谷町
美里町
女川町

南三陸町
県　　計
全　　国

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

23.3 27.2 6.1 0.3 8.3 16.7 8.9 8.7

17.3 13.5 5.1 4.8 34.8 8.1 8.9 3.2 4.2

28.2 25.3 5.1 2.6 19.2 7.0 0.8 5.2 6.7

22.6 10.1 4.8 8.7 27.1 5.4 11.4 6.2

29.7 25.6 8.8 2.6 8.7 8.3 2.7 5.6 8.0

26.6 20.8 5.4 1.9 19.1 10.1 3.2 6.5 6.3

32.5 17.4 11.1 4.7 7.0 8.1 5.3 5.8

31.8 28.5 4.3 9.9 13.7 5.7 5.3

34.2 27.6 5.3 4.0 9.5 8.6
0.7
4.3 5.9

24.7 26.5 9.2 5.9 7.7 8.3 8.5 7.8

22.6 20.5 9.9 5.0 9.3 11.1 2.0 10.6 9.1

31.3 15.2 3.2 2.6 17.3 10.8 7.6 3.9 8.2

23.4 23.5 14.3 4.3 9.8 9.8 0.8 7.7 6.4

36.1 27.5 6.3 5.3 12.9 2.32.4 6.7

31.6 18.8 7.5 3.0 6.1 15.3 5.5 9.7

25.0 10.5 8.1 14.2 8.9 8.5 3.4 8.1 13.4

27.9 29.1 9.8 7.3 12.5 1.5 3.7 7.3

28.8 17.1 8.1 3.4 10.2 9.4 6.5 9.6 6.8

34.7 19.7 6.9 2.3 5.2 15.9 6.2 7.0

28.2 20.4 11.6 4.1 8.5 8.8 3.9 4.5 10.0

22.8 12.2 17.4 8.9 5.4 3.5 19.3 4.7 5.7

33.0 21.7 5.0 3.0 16.5 7.4 4.5 8.8

28.3 11.9 11.8 20.1 10.0 3.5 3.9 6.3

23.6 16.6 5.5 2.2 27.2 6.9 6.4 4.6 7.0

28.3 17.9 5.0 0.9 29.0 8.9 3.30.2 6.5

31.6 23.7 5.6 0.6 5.3 21.0 0.7 5.8 5.6

28.5 23.3 10.2 2.0 10.7 11.6 4.4 3.1 6.1

24.9 14.3 5.3 7.1 7.5 10.0 21.7 4.6 4.6

24.8 19.1 8.0 3.9 17.3 9.8 3.4 6.5 7.2

24.0 16.9 16.4 8.1 8.1 11.9 6.21.1 7.3

25.0 22.4 8.1 4.0 8.7 13.2 1.3 9.8 7.5

27.3 22.9 12.4 8.7 4.9 8.9 1.8 6.46.7

26.7 21.9 12.5 5.2 9.4 10.4
0.0

5.68.2

10.2 6.0 4.2 20.7 30.6 7.316.7 3.2

28.7 5.9 4.2 10.3 3.59.5 30.7 3.6 3.7

24.3 21.8 6.8 3.3 12.314.0 3.7 6.7 7.2

26.6 29.9 6.7 1.9 10.88.7
0.6
7.1 7.5

1.6

0.7

8.0

3.7

0.4

2.6
0.5

1.0

1.1

4.2

民生費 その他公債費災害復旧費農林水産業費衛生費総務費 土木費 教育費

0.1

2.3

0.1

目的別分類　歳出をその行政目的によって、総務費、民生費、土木費、教育費など、予算や決算の区分である款及び項を基準
として分類したものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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（２）経費別決算額の推移
義務的経費は、人件費や扶助費の増加などにより、前年度と比較して３．３％増の５，４５４億円で、歳
出総額に占める割合は３３．０％となりました。また、投資的経費は、災害復旧事業費の増加など
により、前年度と比較して２．８％増の２，９５４億円、歳出総額に占める割合は１７．９％となりました。

歳出決算額の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（億円）

H28H22 H30 R1 R2年度H29

単位：億円(％)

投資的経費
2,954
（17.9）

その他
8,112
（49.1）

義務的経費
5,454
（33.0）

うち人件費
2,175
（13.2）

計16,519

1,071
（11.7）

3,702
（40.5）

4,364
（47.8）

1,647
（18.0）

15,343

4,781
（31.2）

5,877
（38.3）

4,685
（30.5）

2,074
（14.4）

14,452

3,760
（26.0）

5,588
（38.7）

5,105
（35.3）

13,994

3,090
（22.1）

5,791
（41.4）

5,113
（36.5）

2,046
（14.6）

2,873
（20.5）

5,866
（41.8）

5,279
（37.7）

2,069
（14.8）

1,608
（10.5）

14,018

9,136

義務的経費・投資的経費の割合の推移

H28H22 H30 R1 R2年度H29

（％）

13.3

7.7

14.4

26.0

35.3

47.8

22.1

36.5

14.0

7.9

14.6

義務的経費

投資的経費

人件費
扶助費

公債費

12.3

31.2

7.8

30.5

10.511.7

15.9

18.0

13.8

0

10

20

30

40

50

20.5

17.9

37.7

33.0

14.8

8.1
6.7

14.8

13.2

13.2

義務的経費　人件費、扶助費、公債費が該当します。支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直性の高
い経費です。
投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等で、その支出の効果が資本形成に向けられる経費です。義務的経費に対して、
この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高いといえます。
普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

増減率増減額R２年度R１年度経費区分
５．１１０６２，１７５２，０６９人 件 費
▲２．５▲２８１，１０３１，１３１公 債 費
４．７９７２，１７６２，０７９扶 助 費
３．３１７５５，４５４５，２７９義 務 的 経 費 計
▲０．０▲１２，３３９２，３４１普通建設事業費
２．７４１１，５４２１，５０１うち、補助事業
▲５．９▲４７７４６７９２うち、単独事業
１５．４８２６１４５３３災害復旧事業費
２．８８１２，９５４２，８７３投 資 的 経 費 計
９．３１５４１，８１２１，６５７物 件 費

２５２．８３，１３３４，３７３１，２３９補 助 費 等
▲３８．０▲５１０８３２１，３４２繰 出 金
▲３２．７▲５３２１，０９５１，６２７そ の 他
１７．８２，５０１１６，５１９１４，０１８歳 出 合 計

○主な増減理由
人件費…会計年度任用職員制度の開始など　　　扶助費…保育所等に対する施設型給付費等の増加など
災害復旧事業費…令和元年東日本台風の災害復旧費の増加など
補助費等…新型コロナウイルス感染症に係る特別定額給付金給付事業費の増加など

性質別
1兆6,519
億円

人件費
13.2%

公債費
6.7%

扶助費
13.2%

普通建設事業費
14.2%

投資的経費
17.9％

義務的経費
33.0％

災害復旧事業費3.7%

物件費
11.0%

補助費等
26.5%

繰出金
5.0%

その他
6.6%

（令和２年度） （単位：億円、％）
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普通建設事業費の内訳の推移

0

50,000

100,000

150,000

200,000

400,000

350,000

300,000

250,000

H22 H28 H30 R1 R2年度H29

補助事業費
単独事業費
国直轄事業負担金
県営事業負担金

2,519 2,415

63,025

36,879

75,438

1,163 4,748

181,608

77,962

836 4,149

82,521

1,028 2,902

150,083

79,243

1,379 3,351

154,218

74,556

1,319 3,846

347,993

245,012

義務的経費の割合別団体数（令和２年度）

3

7

40～45%未満

35～40%未満

30～35%未満

25%未満

登米市
栗原市 加美町

塩竈市・白石市・名取市・多賀城市
岩沼市・大崎市・富谷市

蔵王町・村田町
利府町・美里町

七ヶ宿町・大河原町・柴田町・川崎町・亘理町
大和町・大衡村・色麻町・涌谷町

丸森町・山元町・松島町・七ヶ浜町
大郷町・女川町・南三陸町

（町村部）

1

4

2

9

7

25～30%未満

45～50%未満

石巻市・気仙沼市
東松島市

50%以上

（市部）

仙台市1

角田市1

投資的経費の割合別団体数（令和２年度）

20%以上

15～20%未満

10～15%未満

10%未満

（町村部） （市部） 

6

6

5

4

3

3

1

7

丸森町・山元町・松島町
大郷町・女川町・南三陸町

石巻市・気仙沼市
東松島市

仙台市・登米市
富谷市

七ヶ宿町・大河原町・村田町
柴田町・利府町・大衡村

川崎町・亘理町・大和町
加美町・美里町

蔵王町・七ヶ浜町
色麻町・涌谷町

名取市

塩竈市・白石市・角田市・多賀城市
岩沼市・栗原市・大崎市



１４

（１）経常収支比率の状況
財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、
依然として硬直的な財政状況が続いており、
○単純平均　９３．５％（前年度比０．６ポイント低下）
○加重平均　９７．０％（前年度と同じ）
となりました。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市
利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

大郷町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

松島町

経常収支比率の推移（平均は単純平均）

75 

0 

80 

85 

90 

95 

100 

105 
（％） 

H22 H28 H30 R1 R2年度H29

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 　 　 　 　 国

86.4
（93.9）

88.7
（92.9）

89.6
（94.1）

93.1
（98.2）

91.4
（96.1）

91.4
（95.2）

95.5
（100.8）

97.4
（106.8）

90.4
（94.9）

94.1
（98.3） 93.5

（97.5）

92.3
（96.3）

96.6
（100.8） 96.4

（100.5）

98.7
（106.6） 99.3

（107.2）

90.9
（94.5）

89.9
（93.5）

88.5
（97.1）

95.4
（107.9）

91.6
（96.4）

89.9
（94.4）

93.8
（98.8）

99.4
（107.4）

92.9
（97.7）

91.6
（96.0）

94.5
（99.7）

98.5
（108.2）

全国

宮城県

85.0
（92.5）

84.9
（91.5） （　）は減収補塡債（特例分）、臨時財政対策債を

経常一般財源から除いた経常収支比率

経常収支比率　地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として用いられ、地方税や普通交付税等の毎年度継続して
入ってくる使い道の自由な収入（経常的一般財源）が、どれくらいの割合で人件費、扶助費、公債費等のように容易に削減す
ることのできない経常的経費に充てられているかを数値として表したものであり、近年では全国の市町村の平均が９０％前後で
推移しています。
＜算式＞
　　　　経常収支比率＝――――――――――――――――――――――――――――――――――――――　×１００

団体数
団体色区　分

計町村市

７７０９０．０％未満

７５２９０．０～９２．５％未満

１１７４９２．５～９５．０％未満

９２７９５．０～１００．０％未満

１０１１００．０％以上

３５２１１４計

歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源
歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減収補填債特例分＋臨時財政対策債

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

（令和２年度）

財政構造４

※平均値の種類について
単純平均…各計欄に該当する市町村の指標数値を積み上

げ、当該市町村数で除したもの。
加重平均…指標算定式の要素を積上げ、算定式に基づい

て計算したもの。



１５

（２）実質公債費比率の状況
実質公債費比率（平成３０～令和２年度の
３ヶ年平均）は、
○単純平均　６．０％（前年度比０．３ポイント低下）
○加重平均　６．３％（前年度比０．１ポイント低下）
となりました。

なお、起債許可団体となる１８％以上の団体
はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

５３２２．５％未満

７４３２．５～５．０％未満

９５４５．０～７．５％未満

１１６５７．５～１０．０％未満

３３０１０．０％以上

３５２１１４計

（令和２年度）

（３）将来負担比率の状況
将来負担比率は、
○単純平均　２３．６％（前年度比５．３ポイント低下）
○加重平均　３０．４％（前年度比２．７ポイント低下）
となりました。

なお、早期健全化基準（３５０％）を上回る
団体はありませんでした。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

１８１０８負担額なし

５４１０～３０％未満

７５２３０～６０％未満

３０３６０～９０％未満

２２０９０％以上

３５２１１４計

（令和２年度）

実質公債費比率、将来負担比率　P２５参照
―用語解説――――――――――――――

※全国市町村　単純平均：７．２％、加重平均：５．７％

※全国市町村　単純平均：３１．３％、加重平均：２４．９％



１６

（４）財政力指数の状況
財政基盤の強さを示す指標である財政力指
数（平成３０～令和２年度の３ヶ年平均）は、
○単純平均　０．５６（前年度比０．０１ポイント上昇）
○加重平均　０．６９（前年度と同じ）
となりました。

栗原市

大崎市 石巻市
女川町

登米市

涌谷町

大衡村

大和町

富谷市

大郷町 松島町

東松島市

美里町

南三陸町

気仙沼市

加美町

仙台市

川崎町

蔵王町

七ヶ宿町

白石市

丸森町

角田市 山元町

亘理町

大河
原町

柴田町
村田町

名取市

岩沼市

色麻町

利府町
多賀城市

塩竈市

七ヶ浜町

団体数
団体色区　分

計町村市

２２０１．００以上

６２４０．７５～１．００未満

１０４６０．５０～０．７５未満

９７２０．４０～０．５０未満

８６２０．３０～０．４０未満

００００．３０未満

３５２１１４計

（令和２年度）

財政力指数の推移
（３ヶ年の平均値）　（平均は単純平均）

0
H22 H28 H30 R1 R2年度H29

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

0.4

0.5

0.6

0.8

0.9

1.0

0.86

0.91 0.91 0.91 0.91
0.91

0.57
0.56

0.53

0.51
0.50 0.51

0.53 0.55
0.56 0.54

0.520.51

0.57 0.55

0.530.51
0.49 

0.50

0.55

0.53

0.52

0.53 0.53

0.52

全国

宮城県

財政力指数　基準財政収入額を基準財政需要額で割り出して得た数値の過去３ヶ年の平均値をいい、この数値が大きいほど財
政力が強いとみることができます（基準財政収入額・基準財政需要額についてはＰ９参照）。
＜算式＞
　　　財政力指数（単年度）＝―――――――――――基準財政収入額

基準財政需要額

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　



１７

（５）将来にわたる財政負担の推移
地方債の令和２年度末現在高は、１兆３，５７９億円（前年度１兆３，４５０億円）となっており、依
然として多額の債務を抱えている状況です。
また、債務負担行為に基づく支出予定額を地方債現在高に加えた額、いわゆる将来にわたる
財政負担は、１兆６，３９７億円（前年度１兆６，２０１億円）で、前年度と比較して増加しており、財
政構造の硬直化が懸念されます。

地方債現在高の状況
（令和２年度末現在高）　

将来にわたる財政負担の推移

単位 : 億円（％）

うち単独災害
復旧事業債

4,839
（35.6）

1,091
（8.0）

890（6.6）

うち地方道路等
整備事業債

164（1.2）

うち緊急防災・
減災事業債

124（0.9）

一般補助施設
整備等事業債

その他

3,359
（24.7）

臨時財政
対策債

公共事業
等債
579
（4.3）

公営住宅
建設事業債
公営住宅
建設事業債
738（5.4）738（5.4）

財源対策債
415（3.1）

減税補塡債
165（1.2）

2,004
（14.8）

過疎対策事業債
381（2.8）

44（0.3）

うちその他
一般単独債
1,050（7.7）

学校教育施設等
整備事業債
764（5.6）

うち公共施設等
適正管理推進事業債

164（1.2）

うち補助災害
復旧事業債

うち合併
特例債

一般単独
事業債

167（1.2）

県全体
1兆 3,579
億円

災害復旧事業債災害復旧事業債
212（1.6）212（1.6）

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

12,000 

14,000 

16,000 

18,000 

20,000
（億円）

H29H22 H28 H30 R1 R2年度

16,466 16,397

3,078

13,387

17,138

14,312

1,737

12,575

3,819

13,319

17,404

4,042

13,362

2,818

債務負担
行為

13,579

地方債
現在高

16,201

2,751

13,450

地方債の借入額と公債費の推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600
(億円)

（％）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H22 H28 H29 H30 R1 R2年度

9.6

1,265

1,052

213

1,143 1,0601,063

134

9951,037

115 102

1,0101,035
借入額
1,150

元金
1,028

1,103
利息
75

1,106 1,044

88

公債費
1,193

1,110 1,111 1,131

6.6 6.8

12.0

6.3

9.6 8.3 8.5 8.4

7.3

8.5

6.4

7.0

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 宮城県 )

歳入に占める
　　　地方債の割合 ( 全国 )

債務負担行為　歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるものを除くほか、地方公共団体が債務
を負担する行為につき、その行為の内容として定めておくものであり（地方自治法第214条）、将来の支出を伴うものです。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――



１８

（１）基金の状況
令和２年度末における積立金現在高は、県全体で４，１１１億円となり、前年度（５，７４９億円）と
比較して１，６３８億円（２８．５％）の減となりました。

〔内訳〕
○財政調整基金　　　　１，３４５億円（　８．１％減）
○減債基金　　　　　　　２８２億円（　８．８％増）
○その他特定目的基金　２，４８４億円（３８．３％減）

積立金現在高の推移

基金　ある特定の目的のために財産を維持し基金を積み立てるため、又は定額の資金を運用するために設けられる基金のこと
をいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金といい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができますが、その
設置は条例によることとされています。
財政調整基金　年度間の財源不足の不均衡を調整するために積み立てられる基金で、予期しない税収減や災害発生等の支出増
加等への備えとなります。
減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取崩さ
れます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年度間の財源調整５

H22 H30 R1 R2年度H29
0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000
(億円)

単位 : 億円（％）

2,088

795（38.1）
186（8.9）
1,107
（53.0）

H28

284（3.4）

1,722
（20.5）

6,402（76.1）

8,407

5,381

510
29

4,843

1,616
（22.2）

286（3.9）

5,374（73.9）

7,277

4,185

3,686

31
467

1,505
（24.2）
266（4.3）

4,442（71.5）

6,214

3,164

2,701

30
433

1,463
（25.5）

259（4.5）

4,027（70.0）

5,749

2,662

2,230

34
398

1,345（32.7）
財政調整基金

282（6.9）
減債基金

特定目的基金
2,484（60.4）

計 4,111

計 880

特定目的基金
613（69.7）

減債基金
39（4.5）

財政調整基金
227（25.8）

う
ち
震
災
分

（市部） （町村部）

10億円以上仙台市

5億円以上

10億円未満

1億円以上

5億円未満

0億円以上

1億円未満

－1億円以上

0億円未満

－5億円以上

－1億円未満

2

1

0

6

8

3

2

2

2

3

1 1

4

多賀城市 丸森町

蔵王町・大河原町・亘理町
七ヶ浜町・利府町・大郷町

七ヶ宿町・村田町・柴田町・川崎町
松島町・色麻町・涌谷町・美里町

0

大和町・大衡村
加美町・南三陸町

角田市
富谷市

白石市
登米市

－5億円未満
石巻市・気仙沼市

大崎市

名取市・岩沼市
栗原市

山元町
女川町

塩竈市
東松島市

財政調整基金単年度積立額（令和２年度）

基金の状況（令和２年度）
その他定額運用
71（1.6）

単位：億円（％）土地開発基金
302（6.7）

定額運用基金
　　373（8.3） 財政

調整基金
　　　1,345
　　　　　　（30.0）

減債基金
282（6.3）

その他特定目的基金
2,484（55.4）

積立基金
4,111（91.7）

県全体
4,484億円

「令和２年度末現在高－令和元年度末現在高」による。

※うち、東日本大震災分
○財政調整基金 ２２７億円（４３．０％減）
○減債基金 ３９億円（１４．７％増）
○その他特定目的基金 ６１３億円（７２．５％減）



１９

（２）積立金現在高比率
標準財政規模に対して、どの程度積立金があるかを示す積立金現在高比率は、単純平均では

９０．３％となり、前年度（１２７．７％）より３７．４ポイント低下しています。その他特定目的基金にお
いて、東日本大震災復興交付金等の復興事業財源を積み立てた基金からの取崩額が多額となっ
ていることなどが比率低下の要因となっています。

積立金現在高比率の推移
（％） 

H28H22 H30 R1 R2年度H29

250

0 

100

50

150

200

69.9 

55.8 50.4

210.9

194.5

179.0
163.5

136.6144.2

153.3

193.6

228.3

52.2

45.2

33.0

82.1 83.2 83.1

52.6

宮城県

全国

49.4 46.1 

78.8 
80.3 
90.3 
98.6 

119.1127.7

136.8 

81.6

県　　　平　　　均
仙　　　台　　　市
市（仙台市除く）平均
町 　 村 　 平 　 均
全 　 国 　 平 　 均

37.4

積立金現在高比率別の団体数（令和２年度）

50～60％未満

40～50％未満

30～40％未満

20～30％未満

20％未満

4

2

1

0

0

0

1

蔵王町・大河原町
柴田町・美里町

利府町
色麻町

2川崎町
加美町

涌谷町

1
村田町

6

0

3

角田市

100％以上

80～100％
未満

60～80％未満

（町村部）（市部）

4 5

5

1　　　　　　　

七ヶ宿町・山元町・七ヶ浜町
女川町・南三陸町

大和町

石巻市・気仙沼市
岩沼市・東松島市

塩竈市・白石市・名取市
多賀城市・栗原市・富谷市

仙台市・登米市
大崎市

丸森町・亘理町・松島町
大郷町・大衡村

その他特定目的基金　財政調整基金及び減債基金以外の、特定の目的（高齢者福祉推進のための財源、文化センターの建設財
源、スポーツ振興に資するための財源等）のための財産の維持又は資金の積立の性質を持つ基金です。この基金については、
設置された目的のためでなければ処分することができません。
積立金現在高比率　地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つで、高いほど将来に対する蓄えがあるということがい
えます。
＜算式＞　　　　　　　　　　　　　
　　　積立金現在高比率　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

標準財政規模　地方公共団体の一般財源の標準的な大きさを示すもので、実質収支比率、実質公債費比率、連結実質赤字比率、
将来負担比率などの基本的な財政指標や財政健全化指標の分母となるため、大きな意味を有しています。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

財政調整基金＋減債基金＋その他特定目的基金
標準財政規模（臨財債含む）
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１　決算規模
令和２年度の県内市町村の公営企業会計の決算規模は、以下のとおりです。
〇決算規模　３，９８８億円（前年度比２５１億円、５．９％減）
　　　　　　うち、東日本大震災分　３７８億円（前年度比１１億円、２２．４％減）

市町村公営企業決算規模構成比の推移

H30 R1 R2年度H29H22 H28
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

550,000

500,000

（百万円）

そ
の
他

病
　
院

下
水
道

交
　
通

水
　
道

153,793

82,868

54,917

45,674

463,276463,276

126,025

147,289

81,900

49,030

32,584

423,176423,176

112,373

89,353

67,575

46,620

90,695

342,610342,610

48,366

148,599

107,056

48,765

83,456

33,368

421,244421,244

150,591

108,748

46,649

83,343

34,597

139,046

111,624

40,844

75,522

31,790

423,928423,928
計 398,825計 398,825

他会計繰入金　料金収入で賄うことが適当ではない又は困難な経費、つまり、独立採算性になじまない経費に充てるため、一
般会計等から上下水道事業や病院事業等の公営企業会計に対して繰り入れられている財源のことです。繰入金額は、原則とし
て、地方公営企業法の規定や毎年度総務省より示される通知を基準にしており、事業ごとに市町村が算定しています。
収益的支出　一年間の経営活動のために使われる人件費や物件費等の支出のことです。基本的に、サービス提供の対価として
の収入（料金収入等）をもって充てられます。
資本的支出　建設工事や設備導入、企業債償還のための支出のことです。主に､企業債等の収入をもって充てられます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

公営企業会計第２章

増減率増減額R２年度R１年度

▲７．７▲１１，５４５１３９，０４６１５０，５９１下 水 道

▲９．４▲７，８２１７５，５２２８３，３４３水 道※

▲８．１▲２，８０７３１，７９０３４，５９７交 通

２．６２，８７６１１１，６２４１０８，７４８病 院

▲１２．４▲５，８０５４０，８４４４６，６４９そ の 他

▲５．９▲２５，１０３３９８，８２５４２３，９２８合 計

決算規模
3,988億円

下水道
34.9％

病院
28.0％

水道
18.9％

交通
8.0％

その他
10.2％

市町村公営企業決算規模の推移

H30 R1 R2年度H22 H28 H29
0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000
（百万円）

342,610342,610

463,276463,276

67,288

423,176423,176

49,267

421,244421,244

52,051

決算規模 決算規模（震災分）

423,928423,928

48,723

398,825398,825

37,790

※　１．決算規模は次の算式により算出しています。　
法適用事業　：　総費用－減価償却費＋資本的支出　　
法非適用事業　：　総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

２．震災分は、東日本大震災に係る復旧事業、復興事業等における収益的支出及び資本的支出の合計により算出しています。

（単位：百万円、％）

※簡易水道を含む。
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企業債現在高構成比の推移

996,734

537,222

158,743

142,632
93,839
64,297

518,232

156,737

138,304
90,113
60,819
964,205

501,257

153,219

134,230
86,872
56,735
932,313

484,306

150,005

129,054
83,049
51,175

897,588

465,517

145,049

128,627

80,481
47,590
計 867,263

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000
（百万円）

H30 R1 R2年度H29H22 H28

646,469

188,187

133,268
71,297
79,041

1,118,262
そ
の
他
病
　
院

下
水
道

交
　
通
水
　
道

３　他会計繰入金
令和２年度の県内市町村の公営企業会計の他会計繰入金は、以下のとおりです。
〇他会計繰入金　８３５億円（前年度比１６６億円、１６．６％減）

他会計繰入金構成比の推移

94,40494,404

59,760

20,850

4,888
6,391

2,514

68,735

20,329

5,454
5,483

3,713
103,714103,714

52,256

19,585

17,333

5,037

3,355
97,56597,565

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

120,000

110,000

H30 R1 R2年度H29H28H22

（百万円）

そ
の
他

下
水
道

交
　
通

水
　
道

病
　
院

66,11466,114

30,535

4,022

12,461

1,846

17,251

69,162

19,254

4,761
4,488

2,411

100,076100,076

50,916

20,410

4,473
4,718

2,964

計 83,480計 83,480

２　企業債現在高
令和２年度の県内市町村の公営企業会計の企業債現在高は、以下のとおりです。
〇企業債現在高　８，６７３億円（前年度比３０３億円、３．４％減）

増減率増減額R２年度R１年度

▲２６．４▲１８，２４７５０，９１６６９，１６２下 水 道

▲６．１▲２８８４，４７３４，７６１水 道※

５．１２３０４，７１８４，４８８交 通

６．０１，１５６２０，４１０１９，２５４病 院

２３．０５５３２，９６４２，４１１そ の 他

▲１６．６▲１６，５９５８３，４８０１００，０７６合 計

他会計繰入金
835億円

下水道
61.0％

病院
24.4％

水道
5.4％

交通
5.7％

その他 3.6％

増減率増減額R２年度R１年度

▲３．９▲１８，７８９４６５，５１７４８４，３０６下 水 道

▲３．３▲４，９５６１４５，０４９１５０，００５水 道※

▲０．３▲４２７１２８，６２７１２９，０５４交 通

▲３．１▲２，５６８８０，４８１８３，０４９病 院

▲７．０▲３，５８５４７，５９０５１，１７５そ の 他

▲３．４▲３０，３２５８６７，２６３８９７，５８８合 計

企業債現在高
8,673億円

下水道
53.7％

病院
9.3％

水道
16.7％

交通
14.8％

その他
5.5％

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）

※簡易水道を含む。

※簡易水道を含む。
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
経常収支比率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
111.9 
124.9 
99.9 
108.4 
128.8 
115.8 
114.6 
112.8 
101.3 
104.1 
109.5 
111.8 
119.0 
120.5 
109.5 
131.8 
111.0 
123.4 
123.5 
123.4 
97.4 
115.0 
113.7 
102.3 
101.0 
113.7 
118.3 
104.8 
107.3 
103.9 
95.3 
101.0 
112.9 
111.6 
110.3 

令和２年度決算に基づく経営指標

水道事業の経常収支比率
（上水道事業及び法適用簡易水道事業）

市町村立病院の経常収支比率

0 20 40 60 80 100 120（％）
経常収支比率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
100.5 
104.5 
112.3 
100.2 
96.6 
99.7 
103.4 
82.4 
93.0 
103.2 
88.8 
84.7 
101.2 
95.6 
97.6 
95.7 
72.5 
98.4 
106.6 
98.1 
91.4 
101.1 
81.5 
95.9 
99.5 
96.2 
98.4 
101.9 

水道事業の料金回収率

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140（％）
料金回収率

仙　台　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
石巻地方広域水道企業団
県　平　均
全 国 平 均

団体名
101.2
116.9
89.4
95.0
123.7
102.3
107.6
107.6
96.7
87.5
101.4
99.9
109.5
110.6
87.5
127.0
98.5
103.4
121.0
102.9
91.5
93.3
104.5
75.7
84.2
95.3
124.1
98.7
103.5
98.6
57.8
83.5
109.1
101.8 
101.2 

0 20 40 60 80 100 120（％）
病床利用率

仙台市立病院
石巻市立病院
石巻市立牡鹿病院
塩竈市立病院
気仙沼市立病院
気仙沼市立本吉病院
登米市立登米市民病院
登米市立米谷病院
登米市立豊里病院
栗原市立栗原中央病院
栗原市立若柳病院
栗原市立栗駒病院
大崎市民病院本院
大崎市民病院鳴子温泉分院
大崎市民病院岩出山分院
大崎市民病院鹿島台分院
蔵王町国民健康保険蔵王病院
国民健康保険川崎病院
丸森町国民健康保険丸森病院
涌谷町国民健康保険病院
美里町立南郷病院
南三陸病院
公立刈田綜合病院
公立黒川病院
公立加美病院
みやぎ県南中核病院
県 平 均
全 国 平 均

病院名
73.1 
70.5 
54.1 
71.3 
70.0 
52.3 
78.1 
66.4 
74.5 
61.6 
56.6 
61.3 
80.6 
26.7 
86.0 
73.7 
48.4 
67.9 
56.3 
78.5 
63.4 
82.6 
43.6 
59.9 
72.8 
71.3 
68.1 
66.4 

市町村立病院の病床利用率

（上水道事業及び法適用簡易水道事業）
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下水道事業の経費回収率
（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
経費回収率

仙　台　市
石　巻　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
東 松 島 市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
県　平　均
全 国 平 均

団体名
109.7
83.1
35.0
30.0
126.8
104.0
39.4
91.3
73.6
73.6
61.3
126.2
82.7
106.1
82.3
63.1
92.5
97.4
69.8
133.8
95.3
110.1
50.6
65.1
106.6
38.6
78.3
58.2
82.0
67.0
77.9
78.5
77.9
84.3
44.1
86.0
95.6

経常収支比率　公営企業の分析に用いる指標の一つです。企業の経常的な活動における収益性を表し、１００％で収支が均衡し
ている状態であり、１００％を割り込んでいる場合は費用が収益を上回る状態です。

―――――――――――――――――――　×１００（％）

料金回収率　給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標で、料金水準等を評価することが可能です。

――――――　×１００（％）

病床利用率　病院の施設が有効に活用されているか判断する指標です。なお、年延入院患者数は毎日２４時現在の在院患者数と
当日の退院患者数を加えたもので、年延病床数は医療法の規定に基づき許可を受けた病床数に入院診療日を乗じて得たもので
す。

―――――――――　×１００（％）

経費回収率　下水道事業の経営分析に用いる指標の一つで、汚水処理に要した経費（維持管理費及び資本費）に対して、どの
程度料金収入で賄えているかを示したものです。一般的には供用開始から年数が経過すると加入者が増加するので、数値が高
くなる傾向にあります。汚水処理の経費については、原則加入者からの料金収入によって賄うこととなっています。

――――――――――――――――――――　×１００（％）

水洗化率　現在処理区域内人口のうち、実際に水洗便所を設置して汚水処理している人口の割合を表した指標です。

―――――――――――――　×１００（％）

※水洗化率の全国平均については算出されていないため、掲載していません。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

年延入院患者数
年延病床数

経常収益（＝営業収益＋営業外収益）
経常費用（＝営業費用＋営業外費用）

下水道事業の水洗化率

0 20 40 60 80 100 120 140（％）
水洗化率

仙　台　市
石　巻　市
塩　竈　市
気 仙 沼 市
白　石　市
名　取　市
角　田　市
多 賀 城 市
岩　沼　市
登　米　市
栗　原　市
東 松 島 市
大　崎　市
富　谷　市
蔵　王　町
七 ヶ 宿 町
大 河 原 町
村　田　町
柴　田　町
川　崎　町
丸　森　町
亘　理　町
山　元　町
松　島　町
七 ヶ 浜 町
利　府　町
大　和　町
大　郷　町
大　衡　村
色　麻　町
加　美　町
涌　谷　町
美　里　町
女　川　町
南 三 陸 町
県　平　均

団体名
99.7
82.5
97.2
79.7
89.6
98.5
85.2
98.7
97.0
81.6
78.3
80.6
82.5
99.8
87.6
93.0
96.1
87.1
93.1
93.9
86.9
91.0
98.9
95.5
97.9
97.7
91.9
86.9
85.0
79.4
79.3
68.1
78.8
87.4
91.1
94.9

給水単価
給水原価

使用料単価（＝料金収入÷年間有収水量）
汚水処理原価（＝（維持管理費＋資本費）÷年間有収水量）

現在水洗便所設置済人口
現在処理区域内人口

（特定公共下水道以外の全事業の数値を合算して算出したもの）
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、平成１９年度決算分から、各市町村は
健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び
各公営企業の資金不足比率を算定し、公表することとなりました。※算定式については裏表紙参照
令和２年度決算に基づく算定の結果、健全化判断比率が早期健全化基準以上となった市町村
はありませんでした。

実質公債費比率
（早期健全化基準　２５％、財政再生基準　３５％）

将来負担比率
（早期健全化基準　指定都市　４００％、その他　３５０％）

3.4

0-3 5 10 15 2520 0 50 100 150 200 250
（単位 :％）

71.2                  

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.7

0.0

0.0

0.0

53.8

0.0

0.0

0.0

0.0

23.6

0.0

101.8

40.1

26.5

30.4

31.3

24.9

0.0

0.0

57.5

0.0

32.8

83.1

44.8

51.6

115.4

8.1

13.1

0.0

79.5

0.0

6.1

9.1

5.3

4.5

3.9

9.2

-1.1

7.2

7.5

6.9

-2.2

4.6

6.6

-0.3

12.7

11.1

5.0

7.0

5.8

8.1

9.2

7.5

8.1

6.0

7.2

6.3

5.7

0.8

7.2

0.5

3.7

4.7

7.8

8.6

4.7

仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

富谷市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

県平均（単純）

県平均（加重）

全国平均（単純）

全国平均（加重）

仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

富谷市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

県平均（単純）

県平均（加重）

全国平均（単純）

全国平均（加重）

8.8

R2年度 R2年度

（単位 :％）

41.0

10.7

9.2

※棒グラフ及び表内の数値は令和２年度における数値を表しています。
※単純平均の算出に当たり、充当可能財源が将来負担額より大きい団体は、将来負担比率を０として計算しています。

地方公共団体財政健全化法第３章

実質赤字比率（早期健全化基準　１１．２５～１５％、財政再生基準　２０％）
赤字団体はありませんでした。

連結実質赤字比率（早期健全化基準　１６．２５～２０％、財政再生基準　３０％）
赤字団体はありませんでした。



２５

○実質公債費比率と将来負担比率の推移

（％）

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

12.0

10.0

14.0

実質公債費比率

R1 R2年度H22 H28 H29 H30

11.8

7.4 7.0
6.6

7.3 7.2

12.2

7.6
7.4 7.3

宮城県（単純平均）

全国（単純平均）

6.3 6.0

地方公共団体の財政の健全化に関する法律　財政指標を整備してその公表の仕組みを設けるとともに、財政の早期健全化及び
再生のための新たな制度を整備することを目的として制定された法律です。
実質赤字比率　一般会計等の実質収支（P．２参照）の赤字額（実質赤字額）が標準財政規模に占める割合を表す比率です。
連結実質赤字比率　公営企業会計を含む全会計を対象とした実質赤字額及び資金の不足額の標準財政規模に対する比率です。
実質公債費比率　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率
です。
地方公共団体財政健全化法の実質公債費比率は、起債の許可を要する団体の判定に用いるために平成１７年度決算分から算定
している地方財政法の実質公債費比率と同じです。
将来負担比率　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模を基本とした額に占める割合を表す比率です。
早期健全化基準　地方公共団体の財政収支が不均衡な状況その他の財政状況が悪化した状況において、自主的かつ計画的にそ
の財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４指標それぞ
れについて定められた数値です。
財政再生基準　財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況
において、計画的にその財政の再生を図るべき基準として、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率の３指標そ
れぞれについて、早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。
資金不足比率　公営企業会計ごとの「資金不足額」が事業の規模に占める割合を表す比率です。「資金不足額」は、地方公営
企業法適用企業では１年以内に支払うべきもの（流動負債）の額が、１年以内に換金できるもの（流動資産）の額を超える場
合、その額（不良債務）を基本に算定します。地方公営企業法非適用企業では、一般会計等の実質赤字額と同様に算定します。
経営健全化基準　地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、資金不足比率につい
て定められた数値です。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

※（参考）全国の都道府県・市区町村・一部事務組合の状況（Ｒ２年度決算）
・　経営健全化基準以上の公営企業会計は９会計（Ｒ１年度決算：５会計）
→９会計の内訳：鉄道事業会計１会計、船舶運航事業会計２会計、電気事業会計１会計、病院事業会計１会計、下
水道事業３会計、観光施設事業１会計

・　資金不足額がある公営企業会計は４９会計（Ｒ１年度決算：９２会計）

（％）
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60.0

80.0
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将来負担比率

R1 R2年度H22 H28 H29 H30

34.3
31.3

宮城県（単純平均）

全国（単純平均）

69.9

30.0 27.0 26.7 28.9
23.6

69.6

37.4 36.3 34.4

 3.0

仙台市（自動車運送）

登米市（病院）

涌谷町（病院）

みやぎ県南中核病院企業団（病院）

白石市外二町組合（病院）

加美郡保健医療福祉行政事務組合
（病院）

0 5 10 15 20％

4.3

 9.4

4.9

7.9

0.0

 12.1

 11.2

 7.4
5.9

 9.5

 17.1

R1
R2

資金不足比率（経営健全化基準　２０％）
３５市町村、５一部事務組合（企業団）の１３４
会計のうち、資金不足比率が経営健全化基準
を上回った会計はありませんでした。なお、
資金不足額があったのは５会計でした。

○資金不足比率の増減

※参考
（Ｒ２資金
不足額）

資金不足比率
団体名（会計区分）

増減R２R１

４８２，９１９５．２９．５ ４．３仙　台　市（自動車運送）

５５６，５７９▲７．７９．４１７．１登　米　市（病　　　院）

８２，１５１▲７．２４．９１２．１涌　谷　町（病　　　院）

６６８，７４４▲３．３７．９１１．２みやぎ県南中核病院企業団（病院）

１９８，００７▲１．５５．９７．４白石市外二町組合（病院）

－皆減－３．０加美郡保健医療福祉行政事務組合（病院）

（単位：％、ポイント、千円）
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1　ここでは、県内市町村の５種類の財政指標を偏差値で表
し、それをレーダーチャートで示しています。
2　財政指標を見る場合は右記のイメージ図を参考にしてく
ださい。
3　レーダーチャートは、線が外にあるほど財政状況が良い
ことを表しています。ただし、大きな五角形ができている
としても、財政上の問題が何もないということにはなりま
せん。
特に、積立金現在高については、復旧・復興事業に要す

る費用等後年度に取り崩される金額も含めて算定されるた
め、復興交付金基金等の残高が大きい団体は、良く見えや
すい点に注意が必要です。

■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって

仙台市

⑤④③②①区分
２７３．７４６．１７１．２６．１９９．３数　値
３１．２４８．７４２．５５１．３３５．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

塩竈市

⑤④③②①区分
１４８．７７１．９－５．３９５．５数　値
５３．４５６．４５８．９５２．９４３．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

石巻市

⑤④③②①区分
２１０．２１１５．００．８９．１９９．８数　値
４２．５６９．４５８．７４５．０３４．３偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

第２部　市町村ごとの財政指標

地方債現在高比率　地方債現在高を標準財政規模で除して得た数値です。地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一つ
で、低いほど将来にわたる地方債の負担が小さいということがいえます。

―用語解説―――――――――――――――――――――――――――――――――――――

県単純平均

⑤④③②①区分
１６０．７９０．３２３．６６．０９３．５数　値
５１．２５１．１５１．９５２．８４４．２偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

町村部単純平均

⑤④③②①区分
１５２．０９８．６２３．６６．３９１．４数　値
５２．５４９．７５０．４５３．４４４．５偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

市部単純平均

⑤④③②①区分
１７３．８７７．８２３．６５．６９６．６数　値
４８．９５８．２５３．５５２．３４９．５偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

※赤色実線は令和２年度における当該市町村の偏差値を示しています。なお、青色破線で令和２年度における全国の市区または町村の単純平均の数値（すな
わち偏差値５０）を表し、各市町村の全国の市区または町村における相対的な位置づけを示しています。

※偏差値の算出にあたっては、健全化法上、将来負担比率が「－（ハイフン）」で表記される市町村においては、便宜上「０」と置換している。

〇〇市
①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

①～②

③～⑤

⑤地方債
　現在高比率  

4

2

4

フロー指標（市町村財政の現在の姿を表す
もの）
ストック指標（市町村財政の将来にわたって
の財政の蓄えと負担を表すもの）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

区分 ① ② ③ ④ ⑤
数　値
偏差値

○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○
○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○ ○○．○

（イメージ図）
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気仙沼市

⑤④③②①区分
２１８．６１４１．８－９．２１０１．６数　値
４１．０７７．５５８．９４４．７３０．５偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

名取市

⑤④③②①区分
１７９．９６０．７－３．９９９．６数　値
４７．９５３．１５８．９５５．９３４．７偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

白石市

⑤④③②①区分
１１０．５６９．１－４．５９１．７数　値
６０．１５５．６５８．９５４．６５１．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

角田市

⑤④③②①区分
２０２．６５３．０７９．５９．２９８．８数　値
４３．８５０．８４０．６４４．７３６．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

岩沼市

⑤④③②①区分
１２５．２１０２．９－－１．１９９．５数　値
５７．５６５．８５８．９６６．４３５．０偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

多賀城市

⑤④③②①区分
１８０．４６２．１－４．７９９．６数　値
４７．８５３．５５８．９５４．２３４．７偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

登米市

⑤④③②①区分
１９４．６４８．４８３．１７．２９３．９数　値
４５．２４９．４３９．７４８．９４６．８偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

東松島市

⑤④③②①区分
１４８．６１２３．２－７．５９３．３数　値
５３．４７１．９５８．９４８．３４８．０偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

栗原市

⑤④③②①区分
１６７．２７４．７４４．８８．６９４．２数　値
５０．１５７．３４８．６４６．０４６．１偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

大崎市

⑤④③②①区分
２０７．８４４．９５１．６６．９９４．４数　値
４２．９４８．３４７．０４９．６４５．７偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

富谷市

⑤④③②①区分
６５．３７５．８－－２．２９１．７数　値
６８．２５７．６５８．９６８．７５１．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国市区部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020



２８

蔵王町

⑤④③②①区分
１０６．９４０．７６．７４．６９１．７数　値
５９．６４５．５５５．１５７．９４４．１偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

大河原町

⑤④③②①区分
１５９．８４２．４５７．５－０．３９３．４数　値
５１．３４５．６４１．０７０．９４１．５偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

七ヶ宿町

⑤④③②①区分
１３２．４１３７．９－６．６８６．９数　値
５５．６５２．５５６．９５２．６５１．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

村田町

⑤④③②①区分
１７１．３１０．９１１５．４１２．７９４．８数　値
４９．５４３．３２５．０３６．５３９．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

川崎町

⑤④③②①区分
７１．４５２．７－４．７９３．２数　値
６５．２４６．３５６．９５７．７４１．８偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

柴田町

⑤④③②①区分
２０５．２４２．６３２．８３．７９３．５数　値
４４．１４５．６４７．８６０．３４１．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

丸森町

⑤④③②①区分
２０２．５８２．７８．１１１．１８７．５数　値
４４．５４８．５５４．７４０．７５０．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

山元町

⑤④③②①区分
１８６．６２２６．２－７．８９４．２数　値
４７．０５８．９５６．９４９．５４０．３偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

亘理町

⑤④③②①区分
１４１．８８５．５－５．０９０．２数　値
５４．１４８．７５６．９５６．９４６．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

松島町

⑤④③②①区分
１３４．１８４．０１３．１７．０９３．５数　値
５５．３４８．６５３．３５１．６４１．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

利府町

⑤④③②①区分
２０７．１３７．７５３．８７．２８８．５数　値
４３．８４５．３４２．０５１．０４８．９偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

七ヶ浜町

⑤④③②①区分
１１９．５１１３．２－０．５９４．２数　値
５７．６５０．７５６．９６８．８４０．３偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020



２９

大和町

⑤④③②①区分
７１．３７３．７－０．８９１．６数　値
６５．３４７．９５６．９６８．０４４．２偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

大衡村

⑤④③②①区分
１３８．７８４．９－５．８９６．８数　値
５４．６４８．７５６．９５４．８３６．４偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

大郷町

⑤④③②①区分
１７７．６９０．７－８．８９０．９数　値
４８．５４９．１５６．９４６．８４５．３偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

色麻町

⑤④③②①区分
１１８．７３０．４１０１．８１０．７８５．０数　値
５７．８４４．７２８．７４１．８５４．２偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

涌谷町

⑤④③②①区分
１３２．７２８．５４０．１９．２８９．０数　値
５５．６４４．６４５．８４５．７４８．２偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

加美町

⑤④③②①区分
１４３．７５６．９４１．０８．１９１．２数　値
５３．８４６．６４５．６４８．７４４．８偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

女川町

⑤④③②①区分
１７６．３５０９．８－３．４８７．０数　値
４８．７７９．５５６．９６１．１５１．２偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

美里町

⑤④③②①区分
１５２．９４３．１２６．５７．５８９．６数　値
５２．４４５．６４９．６５０．２４７．３偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

南三陸町

⑤④③②①区分
２４２．２１９６．０－８．１９７．２数　値
３８．３５６．７５６．９４８．７３５．８偏差値

①経常収支比率 

③将来負担比率

②実質公債費
　比率 

④積立金
　現在高比率  

⑤地方債
　現在高比率  

全国町村部平均（単純平均）

8080

80808080

80808080

5050

50505050

50505050

2020

宮城県は、明治５年（１８７２年）２月１６日、旧仙台藩を中心とした「仙台県」から改称する形で成立し、
令和４年（２０２２年）２月に１５０周年の節目を迎えます。



趣旨：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
○実質赤字＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額）
・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

趣旨：全会計を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率
イ　一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた会計の実質
赤字の合計額

ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額
ハ　一般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額
ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

趣旨：一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
○準元利償還金の内容
①　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年当たりの元金償還金相当額
②　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち公営企業債の償還に充てたと認められるもの
③　一部事務組合等への負担金・補助金のうち、一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
④　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
⑤　一時借入金の利子

趣旨：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
○将来負担額の内容
①　一般会計等の地方債現在高
②　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費等に係るもの）
③　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額
④　当該団体が加入する一部事務組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額
⑤　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額
⑥　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額のうち、当該設立法人の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見
込額

⑦　当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した一般会計等の負担見込額
⑧　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内に償還すべきものとして
当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付けを行った貸付金の額のうち、当該設立法人以外の者の財
務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

⑨　連結実質赤字額
⑩　一部事務組合等の連結実質赤字相当額のうち一般会計等の負担見込額
　

趣旨：公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率
○資金不足額
一般会計等の実質赤字に相当するものとして、公営企業会計ごとに算定した額
○事業の規模
料金収入など主たる営業活動から生じる営業収益等に相当する額

編集・発行　宮城県総務部市町村課
電話：022－211－2336
https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/sichouson/

この冊子は６００部作成し、
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財政再生基準早期健全化基準市町村の場合

２０％１１．２５～１５％
（標準財政規模に応じて）○実質赤字比率

３０％１６．２５～２０％
（標準財政規模に応じて）○連結実質赤字比率

３５％２５％○実質公債費比率

－３５０％
（指定都市４００％）○将来負担比率

－２０％
（経営健全化基準）○資金不足比率（公営企業）

　　　　　　　　　　　一般会計等の実質赤字
実質赤字比率　＝　――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　連結実質赤字額（イ＋ロ）－（ハ＋ニ）
連結実質赤字比率　＝　――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金＋準元利償還金）－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
実質公債費比率　＝　――――――――――――――――――――――――――――――――×１００の３カ年平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　標準財政規模－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋
　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）
将来負担比率　＝　―――――――――――――――――――――――――――――――――――×１００
　　　　　　　　　　標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　　　　　　　　資金不足額
資金不足比率　＝　―――――――――――×１００
　　　　　　　　　　公営企業の事業規模

健全化判断比率等算定式


